
6月9日(金)、岸田内閣は特定分野において熟練した技能を持つ外国人
労働者に関わる在留資格「特定技能制度」について、航空分野（グラ
ンドハンドリング・整備）への適用を、現行の１号から、より長期の
在留等が可能な２号に拡大することを決定しました。
特定技能制度は、人手不足対策として2019年4月に創設された新た

な在留資格で、航空分野では５年間で最大2,200人の受け入れをおこな
うこととしてきました。コロナ禍の影響で、技能試験への合格者数は
直近で1,100人あまりに留まっていますが、事業者側の就労受け入れも
徐々に始まっています。
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１号 ２号

在留期間 通算５年まで 上限なし

家族帯同 基本的に認めない 要件を満たせば可能

現在の
受け入れ分野

航空・宿泊・農業・
外食など12分野

建設・造船の2分野
→ 今後は現在1号のみ

の全分野も対象に

在留者数
（2023年3月時点）

15.5万人
うち航空：167人
（航空は2022年12月時点）

11人

航空連合はこれまで、深刻化する人手不足対応には特定技能制度の
さらなる活用が必要として、２号への適用を提言してきました。今後
は、増加する在留者の就労環境改善や労働条件向上を図るべく、当事
者との対話も含め、関係者と連携して取り組んでいきます。
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